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本稿 の対象は,第2次 世界大戦後 間"、ない1947年か ら1949年にか けて,ア メ
リカ大企業 の一部 で行 なわれた有形 蹄iii資産 の取替費補充 を目的 とした減価償
却政策 である。 その全体像 は別図 で示 し.たとお りである。そ して,本 稿の課 題
は,有 形固定資産 の取替費補充 に関わ る5っ の減価償却政策の歴史的 な発生 の
原因,お よび,そ れ らが2っ の減価償 却激策 に収斂 してい く歴史的 な過程 の理
論的 および実務的要因 を明 らか にす ることにある。
本稿 では,有 形固定資産 の取替費補充 に関わ る5っ の減価 償却政策の うち,
追 加償却方式 と取替原価償却方式 とを取 り上げた。追加償却方式 の事例 として
は,剰 余金処分方式 に修正 した・・一キ 、 .リ…一ズ ・パ ウダー社 を取 り上げ,取 替
原価償却方式 の事例 としては,加 速償却方式 に修正 ・移行 したデ ュポン社 と利
益処分方式 に移行 したのち加速償却方 ヲ…::;に移行 した りベ イ ・オ ウンズ ・フ ォー
ド硝子会社 を取 り上げた。 これ らの企業が減価償却政策 を変更す る背景 と して
は,ア メ リカ会計 ⊥協会の会計研究公報第33号お よび第35号を指摘 したが,そ
れ らの紹介お よび分析は稿 を改 めて詳 しく:行いたい。
II追加償却方式および取替原価償却方式の事例
1追 加 償却 方 式 一 八 ー キ ュ リーズ1パ ウダー社 の事例 一一
八 一キ ュ リー ズ ・パ ウダ ー社 は,194.r年に,戦 後 建 設事 業 に要 した費 用 の う
ち 当初 見 積 を超 過 した部 分 を賄 うた め1
た。 しか し,そ の場 合 に,ハ ・一キ ュ リ
に,B2万1,663ドル の追 加 償 却 を行 な つ
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固 定 資産 勘 定 か ら控 除 した未償 却 残 高 に.基づ い て普通 償 却 費 を算 出 す る とい う
少 し変 わ った 方法 を採 った 。 また,こ の追 加 償 却 方式 を,財 務諸 表 本 体 で表 示
す る こ とは しな か った。 監 査人LESHIi::,BANKS&COMPANYは,次 の よ
うな表 現 で,こ の追 加 償 却方 式 を除 外 事項 と.した。
「会 社 は,1947年の建 設費 の うち過 大 と思 わ れ る部 分 を賄 うた め に,減 価 償
却 費(itsprovisionfordepreciationandamortization)およ び減 価 償却 引
当金(thereservefoxdepreciation:)に,132万1,663ドル を含 めた 。 した が
って.普 通償 却費 は,こ の額 を控 除後:の未 償 却 残 高(theresultingreduced
depreciablebase)に基 づ い て算 出 され た 。 も し,会 社 が,減 価 償 却 費 を算
出 す る基礎 と して,一 般 に認 め られ た原価 の概 念 を守 って い た な ら,当 期 の
減 価 償 却 費 お よ び減 価 償却 引 当金 は,:,:?9万734ドル だ け減 少 した だ ろ うし,
ま た,純 利 益 お よび利 益剰 余金 は,13,)万734ドル だ け増 加 した だ ろ う。
前 段 の除 外 事 項 を除 い て,我 々の見 解 に よれ ば,… …」P
しか し,翌 年 の1948年か ら,・・一キ 。、り一ズ ・パ ウ ダ ー社 は,1947年の追 加
償 却 方式 を継 続 しな くな った 。 これ は,⊥951年に.・・一キ ュ リー ズ ・パ ウ ダ ー
社 が.監 査 人 の勧 告 を受 け入 れ て追 加償 却方 式 を剰 余金処 分 方 式 に修 正 した 経
緯 か ら見 れ ば,監 査 人 の 除外 事 項 を考慮1、たた め だ と推 測 で き る。 そ して,追
加 償 却 方式 を継 続 しな くな った1948年とL:.949年に,監 査 人 は,1947年の追 加償
却 方式 に関 す る除 外事 項 を,1947年の内 容 とは 異 な り,追 加 償 却 方式 の剰 余 金
処 分 方 式 へ の修 正 勧 告 を含 め た 内容 で,次 の よ うに表 明 した。
「減 価 償 却 引 当金 は,1947年の建 設 原価 の うち過 大 と思 われ る部 分 に等 しい
1947年の減 価償 却 費 部 分 を表 す お よそ1:30万ドル を含 ん でい る。1947年に行
な われ た この収 益 賦 課 は,一 般 に認 め.られ た 会計 原 則 に一致 して い な い と考
え られ るの で(isconsideredbyus】二:【〕ttobleinaccordancewithgener.





資 産勘 定 か ら控 除 され るべ きで な く,処分 済 剰 余 金:として取 り扱 われ(should
betreatedasasurplusreserve),連結 貸 借 対 照表 のLrザー ヴ項 目に含 め ら
れ るべ きで あ る。
前 段 の除外 事 項 を 除 い て,我 々の見解 に よれ ば,… …」2)
八 一キ ュ リーズ ・パ ウダ ー社 は,こ の監 査 人 の剰 余 金処 分 方式 へ の修 正 勧 告
を,1951年に な って受 け入 れ,連 結 財 政状 態 報 告 書貸 方 の リザ ー ヴ勘 定 に 「過
大 な建 設 原 価(excessiveconstructioncosts)」、i:馬・う項 目を創 設 し,そ こに,
130万734ドル を掲 記 した、 工947年に行 な った 追 加償 却 の額 が132万1,663ドル で
あ った の に対 して,そ れ を修 正 した剰 余 金 処 分 の額 は!30:万734ドノレで あ った 。
これ ば.1947年の監 査 報告 で,監 査人 が,も し132万1,663ドルの 追 加償 却 を行
なわ な か った ら,純 利 益 お よび利 益剰 余 金 は130万734ドル上 昇 した だ ろ う,と
述 べ て い る よ うに.収 益賦 課 方 式 を取 り止 めた結 果 生 じた所 得 税 の増 加 分2万
929ドル が処 分 額 か ら差 し引 かれ た た め だ と推 測 で き る。
1951年の連結 貸 借 対 照 表 貸 方 の要 旨お よび 財務 譜表 へ の注 記 は 以 下 の通 りで
あ っ た。
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3)Thinン ー酬 伽AnnualReportTotheStockhold¢TSげ.F「e"rule∫ 、a,wderCompany・Forthe
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TotalReser▽es・・… … … … ∴・∴ ・… ・….・一 … ユ6,650728614 ,171,949
Stockholder,sInvestment.75 ,349,84369,701,724
:[31,622,185106,960,492
財 務 諸 表.へ の 注 記'卜】
6.過 大 な 建 設 原 価 の た め の り ザ ー ヴ ・ー一1947年 に 計 上 さ れ た こ の リザ ー ヴ は ,
以 前 は 減 価 償 却 引 当 金 に 含 め られ.「::、、・た も の で あ る 。
この よ うにバ ーーキ ュ リー ズ ・パ ウダ ー祉 は,1947年に行 な った 追 加償 却 方 式
を.1951年にな って剰 余 金 処分 方 式 に修:〔Ei:した。1947年の追 加償 却 方 式 を,
1948年に な って 中止 した の も,1951年1;:二な って剰 余金 処 分 方 式 に修 正 したの も,
いず れ も 監 査 人 の除 外事 項 お よ び剰 余金処 分方 式 へ の修 正 勧 告 を受 け 入 れ た
結 果 であ る。 しか し,追 加 償 却 方式 が 収 益賦 課 で あ るの に対 して,剰 余 金処 分
方 式 は利 益 賦 課 で あ り,追 加償 却 方 式 の剰 余 金処 分方 式 へ の 修正 は,根 本 的 な
転 換 を意 味 す る。 だか ら,バ ーーキ ュ リーズ ・パ ウ ダー社 の場 合 に ば,追 加 償却
費 を収 益 賦課 と位 置 づ けて い た に もか か わ らず,監 査 人 が,ア メ リカ会 計 士協
会 の一 方 の態 度 に基 づ いて,利 益賦 課 を勧 告 した の で,2年 間 の熟 考 の後,や
む な く,剰 余 金処 分 方式 に修 正 した の だ と推論 で きる。
この点 は,バ ・ーキ ュ リーズ ・パ ウダ ・ー.社と同様1947年に追 加償 却 方 式 を採 用
した リパ ブ リッ ク ・ス テ ィール社 が,同 じ収 益 賦 課 た る加 速 償却 方式 に,.容易
に 修 正 ・移 行 した の と対 照 的 で あ る。 両者 と も,追 加 償 却 費 を収 益賦 課 と位 置
づ け てい た 点 は 同 じであ るが,そ の 移 行形 態 に 差 異が 生 じた の は,公 報 第33号
に お け る ア メ リカ会 計 士協 会 の二 元 的 な態 度 に 原 因が あ る。 つ ま り,八 一キ ュ
リー ズ ・パ ウダ ー社 の場 合 には,公 報 舞!33号の 最初 の部 分 で の純 利 益 ま た は剰
余 金処 分 方 式 の勧 告 が修 正 の原 因 だ と考.えられ,他 方,リ パ ブ リック ・ス テ ィ
ール社 の場 合 には,公 報 第33号の最 終部 分 で の加速 償 却 方 式 容認 が修 正 ・移 行
の原 因 だ と考 え られ るの で ある。 しか し.旨公 報 舞;33号の詳 しい分 析 は 稿 を改 め
て 行 うこ とに した い 。
4)1ウ名4L,P。12。
追加償却会計 と取替原1耐震却会計(351)167
2取 替 原価 償 却方 式一 デ 昌ボ ン社 お よび りベ イ ・オ ウ ン ズ ・フ ォー ド硝 子
会社 の事 例一.
1947年に取 替 原価 償 却 を採用 した企 業 はli趾で あ った。 つ ま り.U.S.ス テ
ィ ール社,デ 昌ボ ン社,テ ィム ケ ソ ・ロー …i一・ベ ア リン グ社,ア ラ イ ド ・ケ
ミカル ・ダ イ社,レ イ ノル ズ煙 草会 社,そ して,リ ベ イ ・オ ゥ ンズ ・フ ォー ド
硝 子 会社 で あ る。
別 図 で取 替 原 価 償却 方 式 に分 類 され て い るア メ リカ ン ・ヴ ィス コー ス社,カ
リフ ォル ニア ・パ ッキ ン グ社,お よ び,ア メ リカ ン ・ア ス フ ァル ト ・ル ー フ社
の3社 は,ア メ リカ会 計 士協 会 調 査部 が,1'減価 償 却 政策 の変 更:が除 外 事項 と
され た(exceptionwastakentochanges:[ndepreciationpolicy)」と して
紹 介 した11社に含 まれ て い た企 業 で あ り,取 替 原価 償 却 を採 用 した企 業 だ とは
断 定 で きな い。取 替 原価 償却 を採 用 した企 業 だ と確 定 で きた上 記6社 の うち レ
イ ノル ズ煙 草 会社 を除 く5社,お よび,追 加償 却 方 式 を採 用 した と確 定 で きた
ハ ーキ ュ リーズ ・パ ウダー社,リ パ ブ リ ック ・ステ ィ ール社,お よび,ナ シ ョ
ナ ル ・ス テ ィール社 の3社 が,調 査 部 が紹 介 した エ1社に含 まれ て いた 点 か ら見
て,こ れ ら3社 が 、 取 替 原価 償 却方 式 な い し追 加償 却 方 式 を採 用 した 可 能 性 は
非 常 に高 い と考 え られ る。 別 図 では,こ れ ら3社 を,単 に便 宜 上 の理 由 で,取
替 原価 償 却 方 式 に分類 して あ る。
1947年に取 替原 価 償 却 を採 用 した企 業6社 の うち レイ ノル ズ煙 草会 社 を除 く
5社 の監 査 人 は,取 替 原価 償 却 方 式 を除 外 事項 と.した 。 な か で も,リ ベ イ ・オ
ウ ソズ'フ ォー ド硝 子会 社 の監 査 人ERNSF&ERNSTは ,リ パ ブ リッ ク ・
ス テ ィール社 の追 加 償 却 方式 に対 す る監 査報 告 と.同じく,取 替 原 価 償 却 方 式 を,
除 外事 項 と しρ っ,監 査 人 独 自の適 性意 見 を述 べた,,
そ して,1947年に取 替 原価 償 却 方 式 を採 用 した企 榮6社 の うち,U.S.ス テ
ィ ール 社,デ ュポ ン社,テ ィム ケ ン ・ロー ラ… ・ベ ア リン グ社,ア ライ ド ・ケ
ミカル ・ダイ社 の4社 は,1948年に 加速 償却 方式 に修正 ・移行 した
。 もっ とも,
ア ライ ド ・ケ ミカル ・ダイ社 は,加 速 償却:方式 に修 正 ・移 行す る と同 時 に,剰
168(352)第148巻1序4・.5・6.号
余 金処 分 方 式 も採 用 した。 そ して,リ ベ イ ・才 ウ ンズ ・フ ォー ド硝 子会 社 は,
1948年には 利益 処 分 方 式 に移 行 した後,1劔9年 には加 速 償却 方式 に移 行 した。
最後 に,レ イ ノル ズ煙 草:会社 は、 取替 原価 償 却:方式 を継 続 しな か った。
取 替 原価 償却 方 式 ぽ,追 加 償 却 費 を収 益 賦 課 した上 で,貸 借 対 照 表 貸 方 の リ
ザ ー ヴ勘 定 に繰 り入 れ る方 法 で あ る。 加速 償 却方 式 や 追 加償 却 方 式 と異 な る点
は,加 速 償 却 方 式 や 追 加償 却 方 式 が,追 加 償 却費 を収 益 賦課 した 上 で,貸 借 対
照表 借 方 ・固定 資産 勘定 か らの控 除科lii「に繰 り入 れ るの に対 して,貸 借 対 照 表
貸 方 の リザ ー ヴ勘定 に繰 り入れ る点 に あ る、,
ア メ リカ会計 士協 会 は,会 計 研 究 公報 第34号 「リザ ー・ヴ とい う用 語 の使 い 方
(UseofTerm"Reserve")」(1948年:[OII)で,リザ ー ヴとい う用 語 の 使 用 を,
処 分 済 留 保利 益(retainedincomeapl::ropriated)を意 味す る場 合 に限定 す る
勧 告 を行 な うの で あ るが,こ の 勧告 に伴 う議論 の 中 で,リ ザ ー ヴ とい う用 語 が,
処 分 済 留保 利 益 を表 す た め以 外 に,評 価 性 引 当金 や 負 債性 引 当金 を表 す た め に,
お よ び,損 益 計 算 書上 で,貸 借 対 照 表 貸 方 に創 設 され る リザ ー ヴ に対 応 す る賦
課 を示 す た め に用 い られ て いた,当 時 の状 況 を記 述 して い る5)。 ・ 、
実 際,加 速償 却 方 式 を採 用 した クラ イス ラ ー社 の場 合 も,追 加償 却 方 式 を採
用 した5裡 の うち ス コー ヴ ィル ・マ ニ 。、=ノァ クチ ュア リ ソグ社 以 外 の4社 の場
合 も,ま た,取 替原価償却方式 を採用 した6社 の うちU.S.ステ ィール社 お よ
びレイノルズ煙草会社以外 の4社 の場を.も,固定資産勘定か らの控 除科 目た る
減価償却引 当金勘定 は リザ ーヴと表示 されている。また,デ ュポン社 お よびア
ライ ド・ケ ミカル ・ダイ社 の場合 は,評 価性 引当金た る減価 償却 引当金 を,貸
借対照表借方 ・固定資産勘定か らの控除科 目として表示 しないで,貸 借対照表
貸方 ・リザ ーヴ勘定 に掲記 していると、Lった状況 であ った。
これ らの事 実は,個 別企 業に よる自然発生的で多様 な会 計実務 と,そ れ に統





う用語 を巡 る個別企 業の会計実務 と会計制度 との歴史的 な対応 関係 こそは,有
形 固定資産 の取替費補充策 を巡 って多様 な形態が発 生 した主要 な要 因だ と考 え
られ る。 しか し,こ の点 については,稿 を改 めて詳 しく論 じることに したい。
以下 では,有 形 固定資産 の取替費補充策 を巡 る大 局的動向が,加 速償却方式
と剰余金処分方式 とへの収斂過程で あった とい う観点か ら,取 替原価償却方式
か ら加速償却 方式 に移行 したデ ュポ ン社 の事例 と,取 替原価償却方式か ら利益
処分方式 に移行 した後,加 速償却方式 に移行 した 　ベイ ・オウンズ ・フ ォー ド
硝子会社 の事例 を紹介す ることにす る。
(1)デ ュポ ン社 の事 例
デ ュポ ン社 は,1947年に,戦 前 の2倍 に達 した戦 後 の建 設 原価 の状 況 下 で 行
な った設 備 拡張 費 を補 充 す るた め に,設 備 拡 張支 出 当期 額 の約20%に あ た る
2,090万ドル を,当 期 純 利 益i.(netincomeforthe,year)と区 別 す るた め新 た
に掲記 した 営業 ・営 業 外純 利 益(netoperatingareaotherincome)から積 み
立 て,貸 借 対 照表 貸 方 の 「過 大 な建 設 原 価(excessive:constructionc。Sts)」と
い う新 た に創 設 した リザ ー ヴ項 目に繰 り入 れ た。 先 に も紹 介 した よ うに,デ ュ
ポ ン社 は,普 通償 却 費 を も,貸 借 対 照表 貸 方 の 「減 価 お よ:び陳腐 化(deprecia-
tionandobsolescence)」とい うリザ ー ヴ項 目に繰.:)入れ て い る。監 査 人LY-
BRAND,ROSSBROS.&MONTGOMERYは,ア メ リ:力会 計 士 協 会 の会 計
研 究公 報 第33号の 結論 部 分 を引 用 した上 で,こ の取'替原価 償 却 を除 外 事項 と し
た。
営 業 報 告書 お よび監査 報 告 書 の当 該部 分 は以 下 の 通 りで あ った 。
「こ う した状 況 の 中で,1947年1月1日 に始 ま る:1947会計年 度 の株 主 向 け 第
1四 半期 報 告 書 の中 で も述 べ たが,当 社 は,こ れ らの異 常部 分 〔現 在 現場 建
設 を不 利 に して い る要 素 の 専一 引 用 者 一〕 を再 調 塾 した上 で,全 般 的 な建 設
原価 水 準 の 最終 的 な低 下 を見越 して,リ ザ ー ヴを設定 し て い る。 つ ま り,
1947年には,そ の よ うな リザ ーヴ の た め に,2,0610万ドル が,収 益(earn一
170(354)第148巻.#14・5・6死}
ings)から積 み立 て られ た。 この額 は,設 備 拡 張 支 出 当期 額 のほ ぼ20%に 当
た る。 この 「過大 な建 設 原価 」 は,設 備拡 張 を予 定 通 り行 ない,新 しい生 産
能 力 で,顧 客 に奉 仕 し,収 益 を確 保 す るた め の必要 経 費(apenalty)だ と
考 えて よい 。 この積 立 額 は,当 社 の ボ… ナス 計画 中 の 「B」 級 ボ ー ナ スの た
め の プ ロヴ ィ ジ ョン を減 少 させ る と と.もに,.普通株 一株 当 た り収 益 を,1.51
ドル減 少 させ た。」6)
「1947年の初 め に導 入 し,1947年の公 表 中間報 告 書 に反 映 され た手 続 に従 っ
て,貴 社 は,過 大 な建 設 原価 の た め ¢:1プ「・ヴ ィ ジ ョ ンを,2,090万ドル設 定
し,当 期純 利 益 に達 す る前 の,営 業 ・営 業 外純 利 益 か ら控 除 した。1947年の
後 半 に な って.ア メ リカ会 計 士協 会 の会 計手 続 委 員 会 は,一 つ の声 明 を公 表
した。 そ の中 で,委 員 会 は,『 委 員 会 は、 現在 の価 格 水 準 に よ って 引 き起 こ
され た過 大 なま た は異 常 な原 価 を表 す と.考え られ る額 を,当 期 収 益 に賦 課 し,
設 備 原 価 を直 接 的 に切 下げ る事 には不 麿成 で あ る』 と述 べ た。
前 段 で の指 摘 を除 い て,我 々の見 解 では,… …」7)
財務 諸表 の要 旨は 以下 の通 りで あ った 、,
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ユ948年には,デ ュポ ン社 は,取 替 原 価 償却 方 式 を1キ1止して,加 速償 却 方 式 に
転 換 した。 この取 替 原価 償却 方式 か ら加速 償 却 方式 へ の転 換 の顛 末 を,デ ュ ポ
ン社 は,1948年の営 業報 告 で詳細 に説 明 して い る,、取 替原 価 償 却 方式 か ら加速
償 却方 式 へ 移 行 した4社 の うち,敢 えて デ ュポ ン社 を紹 介 した の は,こ の詳 細
な説 明が あ ったか らで あ る。
つ ま り、 デ ュポ ン社 ぽ,1947年の初 めに.当 期収 益 か ら過 大 な建 設 原価 を プ
ロ ヴ ァイ ドす る問 題 につ い て,独 立 会計 士 と議 論 したが,そ の 時点 で は,彼 ら
は,こ の方 法 が会 計原 則 には反 して い ない と考 究て いた 。 そ こで.1947年の株
主 向け お よ びSEC向 け年 次 報 告 書 の両 方 で,こ の プ ロ ヴ ィジ コソを 当期 収益
に賦課 した。 とこ ろが,1947年の後 半 に な って,ア ノ・リカ会 計 士 協 会 の会 計 手
続 委 員 会 が会 計 研 究 公報 第33号を公 表 した の を受 け て,独 立 会 計士 は,当 初 の
9)1う'4L,P.42.
.172(356)第148巻 負等4・.5・6号
賛 成 意 見 を 撤 回 し,1947年 の 会 計 に 関 す る 監i査証 明 を 限 定 した(and"quali・
丘・d"th・i・certi丘cateewith・espectl・theCompany'・1947ace。un、、)
。1948
年 の 中 頃 に な る と,今 度 は,ア メ リ カ 会 計 士 協 会 の 見 解 に沿 っ て,SECが,
SEC向 け年次報告書 の修正 を要求 して きた。 これ に対 しては,こ の問題 に関
す るデ ュポ ン社 の見解は変 えない で,SECの 修 正要求 に応 じ,過 大 な建設原
価 のための プ ロヴィジ ョンを,当 期純 阯益を 表示す る前,で はな く,後 で控除
した。 こうい う経過があ ったので,1≦}・【8年には,過 大な建設原価 のための プロ
ヴィジ ョンを継続 しないこ とにしたが,こ の問題 に関す る会計概念 の一層 の明
確化が行 なわれ るまで,1947年に積 み立:てた2,090万ドルは保持す ることに.し
た。 しか し,ア メ リカ会計士協会が,使 用に関連 した基礎 に基づいて,戦 後 に
追加 した設 備に加速償却 を実施す る政策 を 「…般 に認 め られ た会計原則」 とい'
う枠組 み内の政策 だ と見 な している事}よ明 らか なので,1948年1月1日か ら,
生産的使用の初期 の数年に戦後 設備原価 の…部分 を加速 償却す る政策 を導 入す
ることにした10),とい うのである。
ここには,.個別企業 と、個別企業の独立 会計士,独 立会計上の団体 た る.アメ
リカ会計士協会,お よび,民 間団体た るアメ リカ会計士節会 の態度 を支 持す る
政策 を取 っている と一般 に言われ るア メ 　力証券取引委員会 との間 の,こ の問
題 を巡 るや り取 りが,極 めて明瞭に活写 さ:れてい る。 つま り,デ ュポ ン社は,
アメ リカ会計士協会 の公報第33号を背:景に した:濫査 人 の除外 事項,ア メ リカ会
計士協会の態度 を支持する政策 を取 るSEC;1の修正要求,お よび,ア メ リカ会
計士協会が,加 速償却方式 を,「 一般 に.認め られた会計原則」 とい う枠組 み内
の政 策だ と見 な してい るだ ろうとい う推測,と い う,内 国歳 入法 を除外 した範
囲でのアメ リカ会計制度 との対応 関係 の中で,取 替原価 償却 方式 を取 り下げ加
速償却方式 に転換 したのである。
ちなみ に.デ ュポン社 の営業報告書 は,従 来 の研究 が一般的 に前提 して きた,
10).E・1・duP・刎4酬 ・脚 …&σ ・mpanyん1剛Rθ 」ウ・・げ ・rtheY・朗948(14勉Ye〃) .
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加 速償 却 方式 への転 換 の制 度 的根 拠 が,会 計研 究 公 報 第33号の 最終 部 分 で,取
替 原価 償 却 方 式 を否認 したす ぐ後 に付 け 加 え られ で,・る極 めて 抽 象的 な但 書 に
あ る事 に,一 つ の 根拠 を提 示 して もい る。公 報 第33・弓.の最 終 部 分 は以 下 の通 り
で あ る。
「委 員 会 は,現 在 の物 価 水準 に よ って 引 き起 こされ た過 大 な また は異 常 な原
価 を表 す と考 え られ る額 を,当 期 収益 に賦 課 し,設 備 原 価 を直接 的 に切 り下
げ る事 には不 賛 成 で あ る。 しか しなが ら,委 員会 は,通 常 の耐 用 年 数 を持 つ
とは 考 え られ な い設 備 につ い ては,経 済 的有 用性 に関 連 した系 統 だ った 基準




この よ っに,デ ュポ ン社 は,公 報 第33号の最 終 部 分 を背 景 と した,監 査 人 の
限:定,SECの 修正 要 求 お よ び ア メ リカ会 計 士協 会 の加 速償 却 容 認 政 策 の 中 で,
取 替原 価 償 却 方 式 か ら加 速 償却 方 式 に移 行 した の で:…i>る。 そ の場 合 に,1948年
の 営業 報 告 書 が,1948年中 頃 のSECの 修 正 要 求 に対 して は,利 益処 分 あ るい
.は 剰 余金 処 分 で対応 した と記述 して い る点 を見過 ご ンては な らな い。 ア メ リカ
会 計 士 協会 は,公 報 第33号では、 そ の後 に公 表 した公 報 第35号で の よ うに,追
加 償却 費 を,純 利 益 決定 か ら除 外 す る態 度 を貫 くこ;:乙は.しなか った。 デ..ボン
11)`Depreciatio:iandHighCosts',A`countingResear`k1"Uld.ETdNS,No.33,Dec.1947,
p.26aこ の 点 は,多 くの 事 実 で 補 強 で き る が,こ こで は,デ ュポ ニ/社お よ びU,S.ス テ ィー ル
社 の 加 速 償 却 方 式 に 関 す る1948年度 の 注 記 に お い て,公 報 第33号が'重 用.し たr経 済 的 有 用 性
(econo皿isusefulness)」とい う用 語 が 使 わ れ て い る事 実 を紹 介 し て お く:。
「独 立 公 会 計 士 の 同 意 を 得 て,当 社 は,1948年1月 上 目か ら、 一一っ の:政策 を 採 用 した 。 こ の 政
策 に よれ ば,1948年以 前 に 生 産 過 程 に導 入 さ れ た もの も含 め た,戦 後:建設 設 備 の 原 価 は,経 済
的 有 用 性(theireconomicusefulness)が最 も高 い生 産 的 使 用 の 初 期 に..加速 化 さ れ た 率 で 償
却 され る。」(E.1.duPontdeNemoursBcCompanyAnnii.adReportfortheYear2948
(147th]Pear),P.41.)
「加 速 され た 減 価 償 却 は,経 済 的 有 用 性(theecono皿IC1】Ellラf.u111ess:[が最 も大 きい,そ れ ら
の 命 数 の最 初 の2,3年 に お い て,戦 後 施 設 の 原 価 に 適 用 で:4r7.。.」(:1'he47thAnnualReport
oftheUnitedStatesSteelCorporation,p.33.)
174(358)劉48巻 第4・5・5号.
社 が,追 加償却費 を収益賦課 と認識 しでいたこ とは明 らか であ るが,追 加償却
方式お よび取替原価償却方式 の二極分化の側面 では,個 別企業 による追加償却
費 の会計的位置づ けは決定的 な要因 とはならず,理 論的要因た る公報第33号内
部 での アメ リカ会計士協会 の二 元的 な態度が決定的 な要 因であ ったの であ る。
② リベ イ ・オ ウ ンズ ・フ ォー ド硝 子 会社 の事 例
リベ イ ・オ ウン ズ ・フ ォー ド硝 子 会 社 は,:L947年に,設 備取 替 ま た は新 規 設
備 の過 大 な原価 の た め の特 別 プ ロヴ ィジ 、,ン200万ドル を,販 売 費(cost.of
sales)として計上 し,貸 借対 照 表 貸 方 ・リザ … ヴ勘 定 に,設 備取 替 ま たは 新規
設 備 の過 大 な原価 の た めの リザ ー ヴ項 目を創 設 して そ こに繰 り入れ た。 営 業報
告 書 は,当 期 連結 純 利 益 として,連 結損 益 計 算書 の最 終 額 を構 成 して いた純 利
潤(netpro宜し)の 金 額1,117万3,075.i}6ドル を1提示 した。 監査 人ERNST&
ERNSTに,リ パ ブ リ ック ・ステ イ…ル 社 の追 加 償 却 方式 に対 す る場 合 と同様
に,こ の実務 を,除 外事 項 と しなが ら も,監 査 人 独 自の適 性 意 見 を述 べ た。
財 務 諸 表 の要 旨は 以下 の通 りで あ づ,た。
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監 査 報 告 書 の 当該 部 分 は以下 の通 りで あ った 。
「当期 には,設 備取 替 ま.たは新 規 設備 の過=ノ;:な原 価.のた め の リザ ー ヴが,収
益 へ の200万ドル の賦 課(achargetoopen…,ti()risof$2,000,000)によ って
プ ロ ヴ ァイ ドされ た。 収 益 賦 課(chargesi:・:一[nl⊃ome)による この よ うな リ
ザ ー ヴの た め の プ ロ ヴ ィジ ョンは,認 め られ た会 計.π蓑則 と技 術 的 に一 致 す る
とは まだ 考 え られ て い な いが,我 ノ・は,貴 社 の比 較 的 大規 模 な 設 備 投 資 や
1947年度 の経 済 状 況 に鑑 み て,こ の賦 課 は,正 当 化 され る と考 え る。
前段 で の意 見 を除 外 すれ ば,我 々の見 解 に,よ.れば,… …」14)
1948年に は,設 備取 替 ま た は新規 設 備 の過 ナ:な原 価 の た め の特別 プ ロ ヴ ィジ
ョン300万 ドル を,今 度 は,前 年 に は連 結損 益計 算 書 の最 終 額 を構 成 して い た
純 利 潤(netprofit)から控 除す る形 で計 上 し,1これ を控 除 した後 で,最 終 額 と
して,剰 余 金勘 定 に振 り替 え られ た純 利潤 残 高(:balanceofnetprofittrans-




の過 大 な原価 の ため の リザ ー ヴ項 目に繰 り入れ,累 積 額 は500万ドル に な った。
と ころが,営 業報 告 書 は,当 期 純利 益iとして は,前 年 と違 って,連 結 損 益 計
算 書 上 の,「 純 利 潤(netpr。fit)」1,7807,7,338.53ドル で は な く,そ こか ら300
万 ドル を控 除 した,最 終 額 で あ る 「剰 余金 勘 定 に振 り替 え られ た純 利 潤 残 高
(balanceofnetprofittransferredto;,、1:ごplus)」1,420万7,338.53ドル を提示 し
た15,。監 査 人ERNST&ERNSTは,前 年 とii重って,追 加 償 却 費 を除 外事 項
とは しな か った。 そ して.,1949年の監 査報 告 の中 で は,1948.年の この実 務 を,
「純利 潤 の処 分(anappropriationofrietprofit)」と記 述 した。 つ ま り,リ
ベ イ ・オ ウ ソズ ・フ ォー ド硝 子 会社 は,取 替 原価 償 却 方 式 か ら利 益 処分 方式 に
移 行 した が,こ こで の利 益処 分 方式 は,ア メ リカ会 計 士協 会 が 公 報 第33号で考
えて い た,剰 余金 処 分 方 式 と同 じ意 味 での利 益 処分 方 式 では な く,追 加 償 却 費
を収 益 賦 課 と位 置 づ けた利 益 処 分 方式 で あ ・。た の で あ る。
財 務 諸 表 の要 旨は 以下 の通 りであ った.、.
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1949年に な る と,今 度 は,加 速 償却 方 式 に転 換 し,239万2,209.19ドル を,原
価 お よ び費 用(costsandexpensesfortheyear)li:して計上 した。 また,こ
の 加速 償 却 方 式 は,1946年1月1日 以 降 に建 設 され た[追加 設 備 に対 して 毫、遡 及
適 用 され,こ れ に伴 っ て,1947年お よび1948年には,r!00万ドル の取 替…原価 償
却 お よ び300万ドルの利 益処 分 が 行 なわ れ た の で は な く,229万1,114.ユ4ドル お
よび207万5,756.39ドル の 加速 償 却 が行 なわ れ た事 と し,合 計額 の436万6,870,53
ドル が利 益 剰 余 金 勘定 に賦 課 され た。 これ に伴 い,194芦Fと1948年に,取 替 原
価 償 却 力式 お よび利 益 処 分 方式 に よ って,リ ザ ー ヴ;5ii閥に積 み 立 て られ た 累 積
額500万ドルが,利 益 剰余 金 に戻 し入 れ られ た。 この結 果,差 額 の63万3,129。47
ドル が,1948年期 末 残 高3,375万457.02ドルへ の追 加 調 整 額 として示 され た。 監
査 報 告 書 は,1947年お よびユ948年の 当期 純利 益 が∴ 各年 度 の 当期 純 利 益 に,
200万ドル お よび300万ドル を加 えた上 で,今 度 は,1:]速償 却 費 た.る,229万
1,114.14ドルお よび207万5,756.39ド/レを減 じた,1,〔--ニ1$万1,961.42ドル お よ び
1,513万1,582.14ドル に修 正 され た 事 を報 告 した。 監 ヨii…人ER:NST&ERNST




監 査 報 告 書 の 当 該 部 分 お よ び剰 余 金:計算 書 は 以 下 の 通 り で あ っ た 。
「貴 社 は,1947年 お よ び1948年に,設 備 取 替 ま た は 新 規 設 備 取 得 の 際 の過 大
な原 価 を 賄 うた め に,そ れ ぞ れ,2〔:]0万ドル と300万 ドル の プ ロ ヴ ィ ジ ョ ン を,
1947年に ば 原 価 お よ び 費 用 へ の 掲 記 に よ っ て,1948年 に は純 利 潤 の 処 分 に よ
っ て 計 上 した 。 貴 社 は,今 年 度 も引 き続 き,減 価 お よ び 陳 腐 化 問 題 の 検 討 を
行 な い,我 々が 賛 同 す る,1947年1月 ユ 日 に二遡 及 して 効 果 の あ る,1946年1
月1日 以 降 に建 設 され た 追 加 設 備 へ 加 速:償却 を適 用 す る 政 策 を 採 用 した(こ
の 加 速 償 却 費 は 連 邦 所 得 税 目的 に 控 除 可 能 な もの と は 扱 わ れ な い)。 設 備 取
替 ま た は 新 規 設 備 取 得 の 際 の 過 大 な原 価 を賄 うだ め の500万 ドル の リザ ー ヴ
は,利 益 剰 余 金 に 戻 し入 れ られ,229万.1,114.ユ4ドル と207万5,756.39ドル の,
1947年お よ び1948年の た め の 加 速 償 却 費 は 利 益 剰 余 金 に 賦 課 され ,そ して,
1949年の た め の プ ロ ヴ ィジ 。ン239万2,209.:陀9ドル は.,当 期 の.原価 お よ び 費 用
に 掲 記 され た 。 この 結 果,1947年,:!948年お よ び1949年の 系屯利 益 は,そ れ ぞ
れ,229万1,1:【4.14ドル,207万5,756,39ドル,お よ び239万2,209.19ドル だ け,'
も し,1947年 以 前 に 採 用 さ れ て い た 減 価 償 却 の 方 法 が 引 き続 き採 用 され た と
す れ ば そ う で あ っ た 額 よ り低 く な る,.つ ま り,1947年お よ び1948年の 純 利 益
は,そ れ ぞ れ,1,088万1,961.42ドル 、1二].,513万1,582.14ドル に 修 正 さ れ る 。 そ
の 他 の 点 で は,貴 社 が 今 年 度 維 持 し た 会 計 方 針 ぽ,前 年 度 の 会 計 方 針 と 一 致
し て い た 。」18)
利 益 剰 余 金計算 書19,
EARNEDSURPLUS
BalanceatJanuary1,1949…・・・… ・…… …・・・・・…一… …・…・$33 ,750,457.02
Add;
Netprofitfortheyear・・… … 一・…..… …・… …・…・・・…$20 ,985,001,67
Reserveforpropertyreplecenn.en.tand./or
















以上の ように,リ ベイ ・オウンズ ・フ ォー ド硝子 会社は,取 替 原価償却 方式
か ら利 益処分方式そ して加速償却方式へ と形態 を三 転 させた。取替原価償却 方
式か ら利 益処分方式への転換は,公 報第33号でのアメ リカ会計士協会 の一方の
態 度だけで も説明で きる、 しか し,利 益処分方式か ら加速償却 方式へ の転 換は,
公 報第35号での利 益処分方式の中止 および剰余金処分方式 の勧告だけでは説明
で きない。公報第35号が 中止 を勧告 した利 益処分方式は,追 加償却費 を始め と
す る純利 益決定除外項 目の表示 方法 に関す るア メリカ会計士:協会の曖昧 な態 度
に原因 を もつ過渡的 な形態で ある。 ところが,ア メ リカ会計士協 会の この曖 昧
な態度 を背景 として,個 別企 業が利益処分 と呼ぶ:方式には,追 加償却費 を収 益
賦 課 と位置づけてい る場 合 と,利 益賦課 と位置づけ.'(.いる場合 との二通 りの実
態 があ った と考 えられ る。 リベ イ ・オ ウンズ ・フ ガ ード硝子会社 の場 合は,前
者 に該 当 していたか ら,公 報 第35号を受 けて剰余金 翅、分方式に移行す るのでは
な く,む しろ,公 報 第33号を受けた形で加速償却力式に移行 し,他 方,ア ーム
ス ト只ソグ ・コル ク会社,ヤ ングスタ ウソ ・シー ト ・エ ン ド・チ ューブ社 お よ
びユナイテ ィッ ド・フル ー ト社 の場 合には,後 者 に該当 していたか ら,公 報 第
35号を受 けて,素 直 に,剰 余金処分 方式 に移行 した・;)だと推論 で きる。 この よ
うに,利 益処分方式 の二極分化 の局面 では,追 加償却:方.式や取替原価償却方式
の二極分化 の局面 とは異 な り,個別企業 による追加1賞却費 の会計的位置 づけが
決定的 な要因 であった と考 え られ る。
180(364) 第148巻 第4・5・{i.号
:[IIお 才,り 〔ご
本稿 では,有 形固定資産 の取替費補充 を巡 る5つ の減価償却政策 の うち,追
加償 却方式 と取 替原価償却方式 とを取 り上げた。追加償却方式 の事例 としては,
会計 研究公報第33号での一 方の態 度 を背景 とした監査人 の勧告 を受 けて剰余金
処分 方式 に修正 した八 一キ ュ リーズ ・パ ウダー社 を紹介 した。そ して,取 替原
価償却 方式の事例.としては,同 じく公 根第33号での もう一方の態度 を背景 とし
て加速償却方式 に修正 ・移行 したデ.、ボ:ン社 と.公 報第33号を背景 として利益
処分 方式 に移行 した後,今 度 は公報M:315号.を背景 として加速償 却方式 に移行 し
た リペイ ・オ ウンズ ・フ ォー ド硝子会 ±を紹介 した。
その中では,追 加償 却方式 と取替原価償却 方式 とが二極分化 した原因 として
会計研究公報第33号でのアメ リカ会計::ヒ協会 の二元的な態度 を指摘 した。他方,
利益処分方式が二極分化 した原因 としては会 計研究公報第35号を指摘す ると同
時 に,個 別企業 による追加償却費 の会ii十的位置づけの差異が決定的 な原 因であ
った点 を指摘 した。利益処分方式が二 極分化す る側面 の詳 しい分析お よび公報
第33号・第35号の分析は稿 を改めて行 いたい。
